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平成 1 6  年 3  月期  個別財務諸表の概要           平成 16 年 5 月 21 日 

上 場 会 社 名        三 洋 工 業 株 式 会 社                   上場取引所  東 

コ ー ド 番 号        ５９５８                                          本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ  http://www.sanyo-industries.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役社長     氏 名  山岸 文男 

問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長   氏 名  松野 正文   ＴＥＬ ( 03 ) 3685－3451 
 

決算取締役会開催日  平成 16 年 5 月 21 日           中間配当制度の有無            有 

定時株主総会開催日  平成 16 年 6 月 29 日           単元株制度採用の有無            有(1 単元 1,000 株) 
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                     金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

25,484        3.2  
24,703        1.2 

 3          -  
△333          -  

90          - 
△250          - 

 
 
 当期純利益 

1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後  

１株当たり当期純利益  
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

10          - 
△475          - 

0.30 
△13.54 

- 
- 

0.1 
△4.2 

0.4 
△1.2 

0.4 
△1.0 

(注) ①期中平均株式数   16 年 3 月期   34,193,482 株    15 年 3 月期   35,123,047 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

5.00 
5.00 

2.50 
2.50 

2.50 
2.50 

168 
175 
 

- 
- 
 

1.6 
1.6 
  

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

20,989 
20,947 

10,501 
10,868 

50.0 
51.9 

312.42 
309.49 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期   33,614,192 株 15 年 3 月期   35,118,415 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期    1,585,808 株 15 年 3 月期       81,585 株 
 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

11,500 
25,500 

30 
350 

140 
410 

2.50 
- 

- 
2.50 

 
5.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  12 円 20 銭 
 
  ※ なお、上記の予想に関する事項については、「決算短信（連結）」の「経営成績及び財政状態」の 
次期の見通し（7 ページ）をご参照下さい。 
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貸 　借 　対 　照 　表

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％
流　動　資　産 １５，２１１ 72.5 １５，８１６ 75.5 △ 604

現 金 及 び 預 金 １，４６５ １，９９２

受 取 手 形 ６，５１０ ６，６４４
売 掛 金 ４，６８７ ４，２５８

有 価 証 券 ５０１ ９０１
商 品 ７２９ ６７５

製 品 ７２６ ７３４

原 材 料 ４３１ ３７２
仕 掛 品 ３５ ３８

前 払 費 用 ３０ ２９
未 収 入 金 － ２００

短 期 貸 付 金 ９ ９
関係会社短期貸付金 ４０７ ３５５
そ の 他 ３０ １０

貸 倒 引 当 金 △３５３ △４０８

固　定　資　産 ５，７７４ 27.5 ５，１２３ 24.5 650

有形固定資産 ３，９６７ 18.9 ４，１２６ 19.7 △ 158
建 物 １，２８５ １，４４２

構 築 物 １０４ １０６
機 械 装 置 ８０２ ８５５

車 両 運 搬 具 １２ １５

工 具 器 具 備 品 １０６ １２３
土 地 １，６４７ １，５５０

建 設 仮 勘 定 ８ ３１
無形固定資産 ９９ 0.5 １１３ 0.6 △ 14

借 地 権 ６８ ６８

ソ フ ト ウ ェ ア ６ １７
そ の 他 ２３ ２８

投資その他の資産 １，７０７ 8.1 ８８３ 4.2 824
投 資 有 価 証 券 ６５７ ３５７

関 係 会 社 株 式 １８６ １８４

長 期 貸 付 金 ４ １４
従業員長期貸付金 ４４ ４９
関係会社長期貸付金 ３６２ ３６２
長 期 前 払 費 用 － １

破 産 ・ 更 生 債 権 ２８２ ２７０

賃 貸 不 動 産 ３５８ －
そ の 他 ４７１ ２９２

貸 倒 引 当 金 △６６０ △６４９

繰　延　資　産 ３ 0.0 ７ 0.0 △ 3

社 債 発 行 費 ３ ７

２０，９８９ 100.0 ２０，９４７ 100.0 42

（単位：百万円）

科　　　　　　目 比較増減

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計
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貸 　借 　対 　照 　表

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％
流　動　負　債 ８，３１０ 39.6 ７，８８４ 37.6 426

支 払 手 形 ５，１６２ ４，９８３

買 掛 金 １，６８６ １，４７６
短 期 借 入 金 ７５０ ７５０
１年内返済予定長期借入金 １ １
未 払 金 ２８２ ２４６

未 払 費 用 １３ ２９

未 払 消 費 税 等 ７０ ５４
未 払 法 人 税 等 ４５ ４４

預 り 金 １４４ １１９
賞 与 引 当 金 １１９ １２９

設 備 支 払 手 形 ２５ ３９

そ の 他 ９ ９
固　定　負　債 ２，１７７ 10.4 ２，１９４ 10.5 △ 16

社 債 ３００ ３００
長 期 借 入 金 ６ ７

退 職 給 付 引 当 金 １，６６９ １，７００
役員退職慰労引当金 １１９ １８６
繰 延 税 金 負 債 ８２ －

１０，４８８ 50.0 １０，０７８ 48.1 409

資　　本　　金 １，７６０ 8.4 １，７６０ 8.4 －
１，１０１ 5.2 １，１０１ 5.3 －

１，１０１ １，１０１
７，９６９ 38.0 ８，１３１ 38.8 △ 161

４４０ ４４０

７，４００ ８，１００
配 当 準 備 積 立 金 － ２００

別 途 積 立 金 ７，４００ ７，９００
１２９ △４０８

１２０ 0.6 △１００ △0.5 220

△４５０ △2.2 △２４ △0.1 △ 426

１０，５０１ 50.0 １０，８６８ 51.9 △ 367

２０，９８９ 100.0 ２０，９４７ 100.0 42

（単位：百万円）

科　　　　　　目 比較増減

（ 負 債 の 部 ）

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 )

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金
自　己　株　式

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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損　益　計　算　書

自平成１５年４月　１日 自平成１４年４月　１日

至平成１６年３月３１日 至平成１５年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％

２５，４８４ 100.0 ２４，７０３ 100.0 780

１９，２６１ 75.6 １８，３８６ 74.4 875

６，２２３ 24.4 ６，３１７ 25.6 △ 94

６，２２０ 24.4 ６，６５１ 26.9 △ 431

３ 0.0 △３３３ △ 1.3 336

１６１ 0.7 １３６ 0.5 24

１９ ２０

１４ １１

７７ ６５

１９ １０

１５ １４

１６ １４

７４ 0.3 ５４ 0.2 20

１１ １５

３７ １０

－ ８

２５ １９

９０ 0.4 △２５０ △ 1.0 341

１ 0.0 ４５ 0.2 △ 44

１ ４５

３６ 0.2 １００ 0.4 △ 64

７ １６

６ ２７

１ ５７

２０ －

５５ 0.2 △３０５ △ 1.2 361

法人税・住民税及び事業税 ４５ 0.2 ４４ 0.2

－ － １２５ 0.5

１０ 0.0 △４７５ △ 1.9 485

２０３ １５４

８４ ８７

１２９ △４０８

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　目

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

比 較 増 減

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

受 取 賃 貸 料

受 取 保 険 金

経 営 指 導 料

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

賃 貸 不 動 産 関 係 費

公 示 催 告 費

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

投資有価証券評価損

早 期 退 職 援 助 金

税引前 当期純 利益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益
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利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

科 目 
当 期 
自平成１５年４月 １日 

至平成１６年３月３１日 
科 目 

前 期 
自平成１４年４月 １日 

至平成１５年３月３１日 

 当 期 未 処 分 利 益  

任意積立金取崩額 

 別 途 積 立 金 取 崩 額 

計 

 

 

これを次のとおり 
処分いたします。 

利 益 処 分 額 

 利 益 配 当 金 

 

 次 期 繰 越 利 益 

       １２９ 

       １００ 

       １００ 

       ２２９ 

 

 

 

 
 

        ８４ 

１株につき２円５０銭 

       １４５ 

 当 期 未 処 理 損 失  

任意積立金取崩額 

 配当準備積立金取崩額 

別 途 積 立 金 取 崩 額 

計 

 

これを次のとおり 
処分いたします。 

利 益 処 分 額 

 利 益 配 当 金 

 

 次 期 繰 越 利 益 

       ４０８ 

       ７００ 

       ２００ 

       ５００ 

       ２９１ 

 

 

 
 

        ８７ 

１株につき２円５０銭 

       ２０３ 
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重要な会計方針 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会社株式………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの………移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品………最終仕入原価法 

原 材 料………先入先出法による原価法 

製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

なお、実際原価との差額は期末に修正しております。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

建  物………平成１０年３月３１日以前取得した建物………………………………定率法 

  平成１０年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)………定額法 

その他………定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま 

す。 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア ……… 社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法 

そ の 他  ……… 定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

４ 繰延資産の処理方法 

 社債発行費 …………… ３年間で毎期均等額を償却しております。 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 10 年）

による定額法により発生の翌期から費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく期末要支給額を計上して

おります。 
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６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７ 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

 

 

表示方法の変更 

（貸借対照表） 

１ 当期において賃貸不動産を購入したことに伴い重要性が増してきたことから、「有形固定資産」 

 の「土地」、「建物」、「構築物」、「工具器具備品」について、「投資その他の資産」の「賃貸不動産」 

 として区分掲記することとしました。当期末の「賃貸不動産」は 358 百万円（土地 134 百万円、建 

 物 224 百万円、構築物 0 百万円、工具器具備品 0 百万円）であり、前期末の「有形固定資産」に含 

 めておりました「賃貸不動産」は 220 百万円（土地 85 百万円、建物 134 百万円、構築物0 百万円、 

 工具器具備品 0 百万円）であります。 

 

２ 前期において区分掲記しておりました「未収入金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当 

 期より流動資産の「その他」に含めて表示しております。 

  なお、当期末の「その他」に含まれている「未収入金」は 19 百万円であります。 
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（貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 賃貸不動産の減価償却累計額

3. 関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対する主な金額は次のとおりであります。

受取手形及び売掛金

支払手形及び買掛金

4. 担保資産

担保差入資産

建物

土地

計

上記の担保資産に対する債務

短期借入金

社債（銀行保証付無担保社債）

計

5. 授権株数 普通株式 株 株

発行済株式総数 普通株式 株 株

6. 自己株式の保有数 普通株式 株 株

7. 保証債務

8. 配当制限

商法施行規則第124条第3号に規程する資産に時価を付した

ことにより増加した純資産額

9. 平成13年10月30日の盗難事故による受取手形、株券の表示

当事業年度

受取手形 14 百万円は金額的重要性が乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。また投資有価証券には盗難事故による株券 29 百万円が含まれております。

前事業年度

受取手形 195 百万円は未収入金として表示しております。また投資有価証券には盗難事故による

株券 33 百万円が含まれております。

7,056

注　記　事　項

前 事 業 年 度

(百万円)

700

123 -

254

159

454

613

571

53

190

638

750

595

829

当事 業 年 度

(百万円)

7,173

1,585,808 81,585

80,000,000 80,000,000

35,200,000 35,200,000

- 110

300 300

1,000 1,050

120 -
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（損益計算書関係）

1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与

賞与引当金繰入額

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入額

厚生費

運賃・荷造費

賃借料

貸倒引当金繰入額

減価償却費

販売費及び一般管理費のうち販売費の占める割合 ％ ％

研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

2. 関係会社との取引

各科目に含まれている関係会社との取引による金額は

次のとおりであります。

受取利息

受取配当金

受取賃貸料

経営指導料

その他

3. 固定資産売却益の内訳

土地

建物

機械装置

計

4. 固定資産売却損の内訳

土地

機械装置

その他

計

5. 固定資産除却損の内訳

建物

機械装置

工具器具備品

その他

計

45

-

43

0 1

0

-

8

7

9

8

5

6

15 14

0 0

192

(1)

1,595

363

前 事 業 年 度

(百万円)

107

239

13

400

約　82

117

142

90

約　84

2,490

334

1,593

335

(2)

133 139

当事 業 年 度

(百万円)

2,301

98

248

9

1

7

1

11

8

6

3

1

0

276

1 -

- 6

66

2

16



  31  

  

  

 

 

 

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

当事業年度 ………… 子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度 ………… 子会社株式で時価のあるものは、ありません。

（税効果会計関係）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額

退職給付引当金損金算入限度超過額

税務上の繰越欠損金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

差引：繰延税金負債の純額

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

当事業年度

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割等

評価性引当額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

前事業年度 ………… 当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

-

- -

1,407 1,753

△ 1,407 △ 1,753

582

127 190

当事 業 年 度 前 事 業 年 度

270 284

678 695

(百万円) (百万円)

41.0

17.7

331

△ 82

81.2

△ 52.2

△ 82

△ 8.5

81.2

(％)

2.0

-
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役 員 の 異 動（平成 16 年 6 月 29 日付予定） 

 

１． 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２． その他の役員の異動 

（１）就任予定監査役 

監査役（非常勤） 市村 和彦  

（注）市村和彦氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項

に定める社外監査役の候補者であります｡ 

 

（２）監査役の常勤、非常勤の変更予定 

監査役（非常勤） 渡辺 正三 （現 常勤監査役） 

 

 

以 上 


